
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人ぴゅあ・さぱ― と

1 事業の成果

(1)障害者の就労支援事業

「臨海斎場喫茶 。売店」

本年度は、昨年度以上に酒類販売禁止などの影響で売 り上げを下げてしまった。

関係機関関係者と相談 したが継続困難 と判断 し令和 4年 3月 31日 で撤退するに至った。

従事者は、障害者も含め一人ひとりと相談して雇用が安定するよう努めた。特に、障害者 2名 は、

臨海斎場喫茶売店の働きぶ りを評価 され、臨海斎場内他事業所に雇用された。

(2)特別支援教育事業

「さぽ―と品川」

品川区とは、事業を受託 して 14年目となった。事業所は、安定 して支援員を配属でき教育委員

会・学校など関係機関とも連携を密にしてより良い支援を提供できた。また、支援場面では、ICT

環境を活用 して一人ひとりに応 じた適時適切な新たな支援方法の開発に努めた。

「ぴゅあ・さぽ―と・みなと」

港区は、8年 目で本年度より学習支援員に加えて介助員の配置も行った。支援は、品川区同様に

関係機関との連携を密にすることを心掛けて、新型コロナウイルス感染症禍にあっても安定 した

実績を残せた。

特に、独自の取 り組みでは、常勤心理士を支援相談ア ドバイザーとして、現場支援員のフォローア

ップを任せたことがより良い支援に繋がった。

「ぴゅあ・さぽ―と 。しぶや」

事業を受託して 2年 目となった。人材の確保 とその育成が常に課題となるが、本年度は、ICT環

境整備下で Z00Mに よる研修などを積極的に実施 した。現場支援員からは、役に立ったとのこと

だが、資質向上には、さらなる研修方法の工夫と支援現場も助言もできる二刀流人材の育成が急務

と感 じた。

(3)児童健全育成事業

「児童センター」

本事業は、品川 区より平成 27年 4月 より継続 してきたが、引き続き委託仕様書に基づき児童の

健仝育成 を図るため、乳幼児か ら小・中・高校生の遊び・スポーツ・工作活動などの場所 と機会を

提供 した。

運営では、新型 コロナ ウイルス感染症禍で閉館・利用制限などあったが、平時 と変わ りないよう受

け入れに努めた。

事 業 報 告 用



(4)障害児・者に関する広報誌及び情報誌の発行

昨年度より、紙媒体での発信は行わず、ホームページを中心した情報発信に移行した。一方で、

身近な方々との関係は、講演会・行事など直接ふれあう場面がなく薄れていくのを感じた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【617,919】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

障害者の就労
支援事業

就
就
「

労安定化事業の運営
労支援事業の運営
臨海斎場喫茶 。売店」

1/1^シ 1/3

を除 く毎

日8:30^

20:15

大田区東

7,‐ 1-3-1
8人

就労を 目

指す知的

障害者

不特定

617,919

特別支援教育
事業

介助員、学習支援員、特別支援
学級支援員の配属
「さぽ―と品川」
「びゅあ・さぽ―と・みなと」
「びゅあ・さぼ―と・しぶや」

年末年始

及び休 日

を除 く通

年

品川 区東

大井 5-5-

13-101

446人

品川・港

区立小 中

学校及び

渋谷区立

幼稚園・

小中学校

に在籍す

る特別 な

教育ニー

ズが必要

な児童・

生徒

不特定

児童の健全育
成事業

児童セ ンターの指導員の
配置及び管理業務
「児童セ ンター水神 グル
ープ」

休館 日を

除く9:00

～18:00

品川区南

大 井 5-

13-19

29人

乳幼児、

小 。中・

高校生及

び親子

不特定

障害児・者 に
関す る広報誌
及び情報誌の
発行

ホームページの作成・更
新 随時

品 川 区東

大井 5-5-

13-101

1人



(2)そ の他の事業 (事業費の総費用 【 】千円)

載記
た
名

に
れ
業

款
さ
事

定
事業内容 日時 場所

従事者
人数

事業費
(千 円)



令和3年度

決算報告書

自 :令和 3年 4月 1日

至 :令和 4年 3月 31日

特定非営利活動法人 ぴゆあ・さぱ―と

(,去人番号 : 6010705000742)

理事長 小池敏英



活動計算書

令和 3年  4月  1日 か ら令和 4年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人 ぴゅあ・さぽ一と

科 目 金 額

617,919,960
6.670,603

1,000

2.855,448

624.590,563

2,956.053

524.143.506

36,120,353

550.000

13,408.012

998.356

3,535,803

455.000

579.211.030

78.440
03,517

9.581.957

376,987△

9,204,970

2,021,816

1,209,815

518,049

239,903

1,539.209

141.734

21,402,986

424,037

248.356

37,753

1,433,190

9,382,577

5,515,915

2,837,686

7.938.760

321,990

582,259

405,111

670,711

5,364

Ⅱ 経常費用

1.事業費

(1)人件費

給料・賞与

法定福利費

退職給付費用

通勤費

福利厚生費

出向料

退職金

人件費計

(2)その他経費

期首棚卸高

仕入高

合計

期末棚卸高

売上原価

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

車両費

通信運搬費

事務用消耗品費

備品消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

保険料

諸会費

租税公課

運営事業費

支払手数料

雑費

その他経費計

事業費計

2 管理費

(1)人件費

役員報酬

経常収益

1.事業収益

事業収入

出向料収入

2 その他収益

受取利息

受取配当金

雑収益

経常収益計

66.082.191

2,400,000

645,293,221

627.546.616



科
【日 金 額

人件費計

(2)その他経費

募集・広告費

消耗品費

交際費

賃借料

諸会費

支払手数料

支払利息

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

1 固定資産除・売却損

固定資産除・売却損

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

2,400,000

7,834,197

653,127,418

558,000

31,391

289,919

143,000

30.000

4,059,086

322.801

5,434.197

△ 25,580,802

△
　
　
△

△

25.580.803

70,000

25,650,803
7.527,358

△ 33.178.161



活動計算書

令和 3年  4月  1日 から令和 4年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人 ぴゅあ・さぽ―と

(単位 :円 )

科 目 教育・福祉事業部
障害・福祉サー ビス事

業部
計

経常収益

1 事業収益

事業収入

出向料収入

2 その他収益

受取利息

受取配当金

雑収益

経常収益計

Ц 経常費用

1.事業費

(1)人件費

給料・賞与

法定福利費

退職給付費用

通勤費

福利厚生費

出向料

退職金

人件費計

(2)その他経費

期首棚卸高

仕入高

合計

期末棚卸高

売上原価

業務委託費

諸謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

車両費

通信運搬費

事務用消耗品費

備品消耗品費

修繕費

水道光熱費

地代家賃

賃借料

減価償却費

保険料

諸会費

租税公課

運営事業費

支払手数料

雑貴

その他経費計

事業費計

2.管理費

(1)人件費

617,919.960

6.670.603

99.605

1.000

2,855,448

0

0

0

0

0

617.919.960

6.670.603

99.605

1.000

2,855,448

627.546.616 627.546.616

524,143,506

36,120.353

550.000

13,408.012

998.356

3.535,803

455,000

0

0

0

0

0

0

0

524,143.506

36.120.353

550.000

13,408.012

998.356

3.535.803

455,000

579.211,030 579,211.030

1,378.440

8,203.517

0

0

1,378,440

8,203,517

9.581.957 9,581,95フ

△ 376,987 △ △ 376.987

9.204.970 9,204,970

2,021,816

1.209.815

518,049

239,903

1,539,209

141,734

21.402.986

424.037

248,356

37.753

1,433,190

9.382.577

5,515,915

2.837,686

7.938,760

321,990

582,259

405,111

670,711

5.364

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2.021.816

1,209.815

518.049

239,903

1.539.209

141.734

21,402.986

424.03フ

248,356

37.753

1,433,190

9,382,577

5,515,915

2.837,686

7,938,760

321,990

582,259

405,111

670,711

5.364

66,082.191 66.082.191

645,293,221 645,293,221



科 目 教育・福祉事業部
障害・福祉サー ビス事

業部 計

役員報酬

人件費計

(2)その他経費

募集・広告費

消耗品費

交際費

賃借料

諸会費

支払手数料

支払利息

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

皿 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

1 固定資産除・売却損

固定資産除・売却損

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

2,400,000 0

0

2.400.000

2,400,000 2,400.000

558,000

31,391

289.919

143,000

30,000

4,059,086
322,801

0

0

0

0

0

0

0

558,000

31,391

289,919

143.000

30.000

4,059,086
322,801

5.434.197 5,434,197

7.834,197 7.834.197

653.127.418 653,127.418

△ 25.580.802 △ 25.580.802

1 0 1

△ 25.580,803 0 △ 25.580.803

70,000 70.000

△

△

25.650.803
7.527.358

0

0

△

△

25

7

650,803
527,358

△ 33,178,161 △ 33,178,161



貸借対照表

令和 4年  3月 31日 現在

特定非営利活動法人 びゅあ・さぽ―と

科 目 金 額

9,271.454

39, 106,683

127,452

376,987

9.984.323

3.175,420

342.286

3.193.469

3.660.000

22.082.211

819.868

14.794.806

14.960,742

△

50,000

440,000

3.290,740

10,570,880

56,230
410,166

14,818,016

62,384.605

29,778,758

92.163.363

817.808

51,431.425

32,515,300

70,000

2.293.501

87, 128,034

38,213,490

7.527,358
25.650.803

△

△

125.341,524

33. 178,161△

92. 163,363

資産の部

1 流動資産

現金預金

未収入金

未収金

棚卸資産

短期貸付金

前払費用

立替金

流動資産合計

2 固定資産

(1)有形固定資産

車両運搬具

什器備品

建物附属設備

―括償却資産

減価償却累計額

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

出資金

敷金

差入保証金

長期前払費用

リサイクル預託金

権利金

投資その他の資産計

固定資産合計

資産合計

Π 負償の部

1 流動負債

買掛金

未払金

未払消費税等

未払法人税等

預 り金

流動負債合計

2.固定負債

長期借入金

固定負償合計

負侵合計

皿 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

38,213,490



【様式3】

'誓

,fl=」 Lう言:夭 ||,コ:ヨih,り二人 7ゞ め ″ ・ 六 :デ ー ル

5

計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に よつていま
す。

(1)棚御資産の評価基準及び評価方法
最終仕人原価保に基づ く低価法

(2)固 定資産の減価償却の方法
有形減価償却資産

定率法又は旧定率法
ただ し、平生 10年 4月 1日 以後に取得 した建物 (附属設備を除 く)については旧定額法、平成
19年 4月 1日 以後に取得 した建物 (附属設備を除 く)については旧定額法

リース資産
法人税法の規定によるリース期間定額法

)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によつています。

2.会計方針の変更
特にな し

3.事業別損益の状況
活動計算書参照

(ま たは 「事業費の内訳」)

4.固定資産の増減内訳 (単 円 )

入金の 内

6 役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。 (単位 :円 )

科 日 計算書類に計上された金額 内、役員 との取引 内.近親者及び支配法人等との取引

(活動計算書 )

受取寄附金

委託料
活動計算書計

(貸借対照表 )

未払金

役員借入金

貸借対照表計

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明 らかにす

るために必要な事項

7

科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

22,082,211
3,193,469
3,660,000

9,083,847
2,512,822
3, 198, 137

12,998,361
680,647
461,863

,082,211
,753,469
,660,000

1,560,000

14.794.806 14.140.87430.495.680 28、 935.680

有形固定資産
建物附属設備
車両運搬具
器具及び備品

投資その他の資産

合 計

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高科 日

19,991,000 23,149,490 4,927,000 38,213,490

19.991.000 23. 149,490 4、 927.000 38.213.490合 計

長期借入金

役員借入金



書式第 17号 (法 第 28条 関係 )

令和3年度  財産目録

令和4年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 ぴゅあ・さぽ―と

(単位 :円 )

科 金 額

資産の部

1 流動資岸

現金預金

手元現金

普通預金  三井住友銀行/大森支店 他

未収人金

事業未収金  品川区立教育総合支援センター 他

未収入金   未収利息

仮払金     事務局諸経費

前払費用    前払家賃

棚卸資産  臨海斎場在庫

短期貸付金  従業員

立替全    従業員

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有 形固定資産

建物附属設備   本部事務所造作

車両運搬具    トヨタヴィッツ

イ1器備品     ビジネスフォン他

―括償却資産

減価値去,累 計額

有形固定資産計

(2)無 形固定資産

無形固定資産計

(3)投 資その他の資産計

敷金・保証金・権利金 本部事務所 他

出資金  さわやか信金

リサイクル預託金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 言|

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

買掛金      欄小室商,占  他

未払金       3月 分給与他

預り金 源泉所得税、住民税、社会保険料他

未払消費税等 品川税務署

未払法人税等 品川都税事務所

流 動 負 債 合 計

2 日定負債

長期借入金     日本政策金融公庫上野支店

三井住友海上火災保険n
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 庄

65,560

9,205,894

39,106,683

127,452

0

3.175,420

376,987

9,984,323

342,286

22,082,211

3,193,469

3,660,000

819,868

-14,794,806

62,384,605

29,778,758

92, 163,363

14,960,742

14,711,786

50,000

56.230

14,818,016

817,808

51,431,425

2,298,501

32,515,300

70,000

21,153,000

17,060,490

87, 128,034

38,213,490

125.341,524

-33,178,161



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 3年度年間役員名簿 (前事業年度において投員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特庁非営利活動法人ぴゅあ・さ|ピーと

1 確認事項 (法第20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ )

氏    名

前事業年度内の

就任期間

報酬 を受 けた期間

(該 当者のみに記入)

1 監 事

コイケ トシヒデ

小池 敏英

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

2 監 事

スギモ トテルオ

杉本  照夫

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

3 監 事

コヌマタケシ

小沼 毅

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

4 監 事理 事

フジノヒロシ

藤野 博

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

5 監 事

トョダムネヒロ

豊田 宗裕

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

6 監 事

ミヤイノブアキ

宮井 宣昭

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

7 理 事

エグチ トシハル

江 口 俊治

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

8 理 事

タケハナタダシ

竹花 唯史

令和 3年 4月 1日

令和 4年 3月 31日

事 業 報 告 用

理 事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利」活動法人ぴゅあ・さぱ―と

氏    名

1 小池 敏英

2 小沼  毅

3 杉本 照夫

4 藤野  博

5 豊田 宗裕

6 宮井 宣昭

7 伊藤 美佐

8 竹花 唯史

9 永井 哲夫

10 遠 嶋 希

11

12


